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事前にいただいた問題意識等
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トラック運送事業者の皆さんから
●「商慣行の見直し」、「運賃、料金、賃金関係」、「物流効率化（ＤＸ）」
・まだ、この業界は商慣習が根付いている。中小企業であっても規制による労務管理の重要性を根付かせる必要がある。
・同業者で運賃値上げどころか規制を無視している運送業者が多いので荷主だけじゃなく経営者の意識改革が必要と思う。
・物流データのデジタル化の推進、様々なシステム化へのトレンド情報がほしい。費用対効果の高い商品を教えてほしい。

元請トラック運送事業者の皆さんから①
●「商慣行の見直し」、「運賃・料金、賃金関係」、「人材確保」、「法規制」、「物流効率化（ＤＸ、標準化）」
商習慣の見直しは至極当然であると広く認識され浸透することが必要。・着荷主側の受け入れ態勢、待ち時間はあまり変化がない。
・２次、３次の下請事業者までそのメリットが享受できていない。・新卒者などへの働き掛けは必要。
・大消費地からの遠隔地（産地）について、少し柔軟な対応を求めたい。・バース予約システム導入顧客は多いが、機能していない。
・パレタイズの難しい荷物を出荷する荷主の、2024問題対策について。

発着荷主事業者の皆さんから
●「商慣行の見直し」、「運転者確保」、「人材確保」、「法規制」、「物流効率化（ＤＸ、標準化）」
・着荷主側が2024年問題に対して他人事のような意識でなかなか変える事に積極的にならない。
・発荷事業者と着荷主事業者の基準明確化、責任配分適切化。着荷主は運送業者との契約等が一切無く到着時間等の指定もでき
ず荷降ろし順番のコントロールができません。この場合着荷主としての責任を受けるか？発荷事業者へ責任転嫁できるのか？

その他の皆さんから
●「商慣行の見直し」、「法規制」
・税理士と社長の制度理解。当局による規制の方向性明示。・零細企業に対する配慮。零細企業への訪問は指導からお願いします。
(税理士事務所)
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集
調査背景・実施目的
（調査背景）現在、物流業界において、長時間の荷待ちや契約にない附帯作業等による長時間労働、価格競争に伴う厳しい取引環境・雇用環境等、物
流業界における課題は深刻化しており、これらがトラックドライバーをはじめとする物流分野における人手不足の原因となっている。物流業界においては、2024 年
度からのトラックドライバーへの時間外労働の上限規制等の働き方改革や脱炭素化に向けた取組への対応も求められている。
こうした背景を受け、 2023年6月に経済産業省・農林水産省・国土交通省の3省が、『物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取
組に関するガイドライン』を取りまとめ、発荷主・着荷主・物流事業者が連携・協働して『物流業務の効率化・合理化』に取り組むことが求められている。
（実施目的）『物流業務の効率化・合理化』を実現するために、荷主・物流事業者が活用することで物流の2024年問題に 対し改善効果があると期待される
サービスを明らかにする。

調査スコープ
物流効率化は「設備・機材」と「IT情報・技術」の2つのアプローチ対象があるが、本調査においては、「IT情報・技術」 を対象とする。
(自動運転トラック、AGV、パレット、パレタイザー、自動倉庫等の「設備・機材」は本調査の対象外。)

調査対象サービス
物流に関わるプレイヤー※同士が連携・協働して効率化するサービスに重点を置きつつ、個社内で行える効率化サービスまで広く対象とした。
※ガイドラインに記載されている発荷主事業者、物流事業者（運送・倉庫等）、着荷主事業者。

調査対象スコープ内に属するサービス大分類
保管（倉庫）輸送

倉庫・輸送拠点マッチングサービス輸送マッチングサービス企業間連携による
効率化サービス

倉庫関連
管理システム

バース予約
システム

検品レス
サービス

電子書面・契約 システム
（伝票電子化・ EDI等）

実績・ 動態
管理システム

輸送管理
システム

ダイナミック
プライシング

個社内で行える
効率化サービス バックオフィス業務自動化

（RPA等）
積付管理
システム

輸送・調達計画システム（ルー
ト・モード 最適化）

（参考）物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドラインより
効率的な物流を実現するためには、発荷主事業者、物流事業者 （運送・倉庫等）、着荷主事業者が連携・協働して、現状の改善を図るための取組を実施することが必要である。発荷主事業者、 物流
事業者及び着荷主事業者は、次に掲げる諸事項に取り組むことを通じて、物流の適正化・生産性向上を図るものとする。

本調査の重点課題
物流革新に向けた政策パッケージの施策効果のうち、【荷待ち・荷役の削減】と【積載効率の向上】に資する効果の期待ができるサービスを重点課題とする。 22
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

ロジスティードソリューションズ㈱ 「パース管理システム」
㈱Hacobu 「MOVO Berth」
㈱モノフル 「トラック簿」
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

㈱フレームワークス 「ＷＥＳ」
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

㈱Hacobu 「MOVO Fleet」
㈱LOZI Smart Barcode
㈱traebo 「 traevo 」
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

アセンド㈱ 「ロジックス」
㈱オプティマインド 「Loogia」
㈱ジェイ・ビー・クラフト 「TOMAS」
日本電気㈱ 「ULTRAFIX」
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

ウイングアーク1st㈱ 「IKZO Online」
中西金属工業㈱ 「Loogia」
㈱Hacobu 「MOVO Berth」
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荷主・物流事業者のための 物流効率化に資する「物流デジタルサービス」事例集

ハコベル㈱ 「ハコベル運送手配」



補助金情報(物流・トラック関係)

公募(申請)
〆切公募中(今後公募予定)の補助金

R6.8.30(金)
15:00必着

物流標準化促進事業費補助金（物流データの標準化促進に向けたオープンプラットフォーム構築支援事業）追加公募
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000806.html

R6.8.26(月)
17:00必着

物流拠点機能強化支援 事業令和５年度補正予算第３次公募
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000809.html

R6.8.26(月)
16:00必着

再配達率削減緊急対策事業 二次募集
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000810.html

R6.10.31(木)
16:00必着

物流標準化促進事業費補助金（労働力不足に対応するための標準仕様パレットの利用促進支援事業）追加公募
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000811.html

R6.10.31(木)
16:00必着

モーダルシフト加速化緊急対策事業費補助金
https://pacific-hojo.com/modalshift/

公募準備中中小トラック運送事業者の労働生産性向上に向けたテールゲートリフター等導入等支援事業

R7.1.31(金)事故防止対策支援推進事業補助金
https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha02_hh_000656.html

公募〆切公募中(今後公募予定)の補助金

随時受付中中小企業省力化投資補助事業 第2回公募
https://shoryokuka.smrj.go.jp/



物流拠点機能強化支援事業について
災害時等におけるサプライチェーンの確保等による物流施設の災害対応能力の強化
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物流標準化促進事業費補助金
（物流データの標準化促進に向けたオープンプラットフォーム構築支援事業）
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中小トラック運送事業者の労働生産性向上に向けたテールゲートリフター等
導入等支援事業

荷役作業の効率化、荷待ち時間の削減等により、長時間労働の是正等の労働環境の改善や労働生産性の向上を図る。

事業概要

効果

○補助内容

テールゲートリフター

①

床下からゲート引き出し

②

展開して荷積みの準備完了

③

カゴ台車のまま荷台に積込み

④

手積みに比べて１／３程度
の時間で荷役作業完了

○支援対象の例

トラック運送事業者は約99％が経営基盤の脆弱な中小事業者であり、新規投資の余
力が乏しいことに加え、コロナ禍や燃油価格高騰の影響により、厳しい経営環境に置
かれている。

さらに、他産業と比較して長時間労働・低賃金の傾向にある中で、ドライバー不足が
深刻化していることから、トラック運送業における長時間労働の是正等の労働環境改
善や事業環境の適正化が喫緊の課題。

このため、荷役作業の効率化や荷待ち時間の削減等に資する機器やシステムの導入等
に係る費用を支援することにより、中小トラック運送業における働き方改革や業務効
率化・経営力強化の取組、人材の確保・育成を推進し、トラック運送事業者の労働生
産性向上を図る。

トラック搭載用
２段積みデッキ

荷物を２段積みすることが
可能となるため、約２倍の
積載量が実現され、生産
性向上に繋がる。

建築資材等の重量物や
高低差のある現場など、
手荷役による作業が困
難な場面で効果的。

手荷役ではなくクレーン
による積み卸しが可能と
なることで、荷役時間を
１／３程度に短縮可能。

■ 点検等 ■ 運転 ■ 荷待ち ■ 荷役
■ 付帯他 ■ 休憩

１運行当たり平均して、１時間29分の荷役時
間が発生している。

【１運行あたりの荷役時間】

出典：トラック輸送状況の実態調査

12：26

採用活動や、安全講習・健康管理等の
人材育成に係る経費を支援することで、
ドライバーの確保・育成・定着を促進。

経営力強化支援

燃料費等の変化を
反映した適正な原
価の算定及び運
賃・料金交渉に活
用可能。

予約受付、配車計画、動態管理、
求貨求車、運行･労務管理システ
ム等の導入により、荷待ち時間の
削減や輸送効率の向上が可能。

業務効率化支援

人材確保・育成支援
ドライバーのスキルアップ支
援として、大型・けん引免許
等の取得費用やフォークリ
フト運転技能講習の受講費
用等を支援することにより、
労働生産性の向上を促進。

トラック搭載型
クレーン

車両の効率化設備導入支援

・労働生産性の向上・多様な人材の確保に資する機器の導入補助（補助率：通常機器価格の１／６）
・業務効率化・経営力強化に資するシステムの導入、人材確保・育成支援（補助率：使用料等の１／２等）

M&A等の事業承継を支援契約書電子化と併せて、DX
による業務効率化も実現。

R5年度補正予算（一般） 1,461百万円
（R4補：200百万円)

超重量物用トラクタに装着されている
速度制限装置を空車時に解除できる改
造を行い、労働時間を短縮。

カゴ台車による荷役が可能となるた
め、荷役時間が１／３程度に短縮。
手荷役による重労働が軽減され、女
性等の多様な人材の確保に繋がる。

トラクタの
速度制限装置
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モーダルシフト加速化緊急対策事業(補助事業)

ｖ

【支援対象者】
○荷主・利用運送事業者・実運送事業者等から構成された協議会

【対象機器等】
○対象機器等

31ftコンテナ、大型コンテナ専用トラック、フォークリフト等の荷役
機器、海運シャーシや40ftコンテナといった輸送機器やGPS機
器、船内ドライバー用施設、冷蔵・冷凍コンテナ、冷蔵・冷凍ト
ラック、低床貨車 等

○補助率： 1/2以内

○上限： 鉄道関係 3億円/1件、内航海運関係 1億円/1件

補助内容・対象
協議会イメージ

【荷主】メーカー・卸売 等

【利用運送事業者】地元の通運事業者 等

【実運送事業者】JR貨物・内航海運事業者 等

33

概要
○物流総合効率化法に基づきモーダルシフトの認定を受けた事業(※)について大型コンテナ等の導入経費を支援

令和5年度補正予算
5,800百万円

(※)大型コンテナのラウンドユースやシャーシ・コンテナによる混載輸送、荷主・物流事業者連携による生産性向上に資する事業等先進的な取組を想定

31ftコンテナとトップリフター 海運シャーシ

【リース会社】

情報提供サイト【国交省HP】 パンフレット（サイトでダウンロード可）

令和6年5月10日（金）14:00 ～ 6月20日（木）16:00公募期間：

（サイト内コンテンツ）
申請受付、資料ダウンロード、よくある質問掲載等

情報提供
サイト
ＱＲコード



事故防止対策支援推進事業補助金
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中小企業等のみなさまの売上拡大や生産性向上を後押しす
るため、IoT・ロボット等の人手不足解消に効果がある汎用製
品の導入を支援いたします。

中小企業省力化投資補助金

自動倉庫 検品・仕分システム 無人搬送車（AGV・AMR）
【倉庫業に関する活用イメージ、製品イメージ】

https://shoryokuka.smrj.go.jp/

※賃上げ要件を達成した場合、補助上限額を（ ）内の額に引き上げ

公募受付期間 令和８年９月末頃までの間に複数回の公募を行い、補助事業の申請を受け付けます。

活用イメージ 製品イメージ 活用イメージ 製品イメージ 活用イメージ 製品イメージ
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トラックGメンが設置され、荷主・元請事業者への監視体制を強化
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疑いのある荷主へ連絡
（荷主の本社・営業所へ連絡）

要 請

支店等への違反原因行為の
事実確認
国への報告書作成
社内調整 等

違反原因行為の事実確認
改善計画の作成、早急な取組の
実施を指示
その後のFU 等

ヒアリング実施
（関係省庁も同席）

「是正措置」

①ヒアリング（訪問・電話）
違反原因行為の疑いのある荷主情報の積極的収集

②パトロール (現場の状況確認)
違反原因行為をしている疑いのある荷主等の支店、荷捌き場周
辺など

③フォローアップ調査 (パトロール時に実施)
・情報提供元への事実確認・深堀り

・「働きかけ」、「要請」実施済荷主の再度の違反原因行為の
疑い等確認

「プッシュ型情報収集」

働きかけ

全国162名

トラックＧメン

文書送付

商慣行見直しに向けた執行力の強化（トラックGメンの設置）



トラックＧメンによる荷主等への是正指導の取組結果

内訳荷主数対応内容
（荷主1、元請1件）2勧 告
（荷主88、元請81、その他5）174要 請
（荷主423、元請193、その他19）635働きかけ

「是正指導」を実施した荷主数

計811件の法的措置を実施

＜月当たりの「是正指導」（働きかけ、要請、勧告）平均実施件数＞

今般「是正指導」（働きかけ、
要請、勧告）の対象となった
荷主等についてはフォローアッ
プを継続し、改善が図られな
い場合は 更なる法的措置
の実施も含め厳正に対処。
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トラックＧメン設置後、荷主等に対する是正指導実施件数が飛躍的に増加しました。

(令和6年6月30日現在)



働きかけを契機に改善が行われた例

・入庫混雑時間帯の分散や荷受け開始時間の前倒し、仮置きスペースの確保を実施
⇒長時間の荷待ち状況が大幅に改善。（着荷主が対応）

・専用バースの確保、荷受・仕分要員の配置、到着時間の設定(17:00の定着化)
⇒平均滞在時間が「30分未満」まで大幅改善（元請運送事業者が対応）

○長時間の荷待ち解消

○依頼(契約)になかった附帯作業

・作業範囲、運送料金、作業附帯料金をそれぞれ分けて契約を締結
（元請運送事業者が対応）

○適正取引における運賃・料金等の不当な据置き

・燃料サーチャージ全額支払、トラッシュ比率分差引きを廃止（真荷主事業者が対応）

○過積載運行の要求
・協力会社と調整を図り、一部４ｔ車両から大型車両へ変更（元請運送事業者が対応）
・積荷重量を把握できる配車システムを構築（元請運送事業者が対応）
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全国のトラックＧメン活動状況(令和6年3月31日現在)

〈ブロック別働きかけ・要請・勧告実施件数〉
※数値は要請、働きかけが行われた、各ブロックに本社を有する荷主等の数

〇トラックＧメンの活動状況
トラック事業者に対する

電話調査や訪問調査（全国）

荷主へのパトロール(荷待ち状況の現地確認等)（全国）

トラックドライバーへのヒアリング
（中部・中国・九州）

トラック事業者・荷主に対する
説明会

オンライン説明会の模様

大型車駐車スペースが
あるコンビニ駐車場

高速SA、PA

トラックGメンのチラシ配布（全国）

40

全国のトラックGメンがトラック事業者の声を聞き、荷主等に対する是正指導を実施しています。



主な説明内容
○2024年問題の背景・政策、改正法について

(そもそもから説明。最新情報、今後の予定についても情報提供)
○国交省、関係省庁からのトピック

(各省報道発表資料等から参加者の関心に合う情報を提供)
○参加者の問題意識、取組みについて共有

(参考になる同種事業者の好例、失敗例も紹介)
○運送原価計算、標準的な運賃、運賃交渉について
○物流効率化に向けた取組み事例紹介
○トラックＧメンの積極的対応について

（中国運輸局をはじめ全国のＧメンの活動を紹介）
※他に事前登録の際問題意識等を収集し、説明会中もチャットでの質
問を可として参加者同士の情報共有も図っている。

【第１回～第12回の累計参加者数】 約2,000名
【参加者種別】 トラック運送事業者、元請、荷主事業者、行政書士、労働組合、マスコミ、物流関係システム会社、コ

ンサル、金融、車両メーカー等多種他用な関係者が参加
【参加元地域】 中国５県のほか、北海道、東京都、千葉県、群馬県、埼玉県、神奈川県、愛知県、岐阜県、三重県、

新潟県、大阪府、愛媛県、高知県、宮崎県など他の都道府県からも数多く参加
全国から参加いただいている実績を踏まえ第10回からは、「国土交通省トラック荷主特別対策室主催のオンライン説明会」
として、全国の運輸局で本オンライン説明会を周知いただくこととした。 41

開催結果及び参加者の状況（運輸局関係者除く）

オンライン説明会の模様

令和5年8月1日より、毎月１回、20日頃に開催 (第5回(12月20日
(水))からは午前、午後の2回開催。)。

国土交通省トラック荷主特別対策室主催オンライン説明会

トラック事業者・荷主の相互理解に向けて、「毎月」、「わかりやすく」、「最新・有益な情報を提供」



政府・国会の動き等を紹介2024年問題の背景を説明

オンライン説明会での説明事項（一部紹介）

トラック事業者・荷主の相互理解に向けて、「何回も」、「わかりやすく」、「有益な情報を提供」

法改正の内容を詳しく説明

標準的運賃、運賃交渉情報提供参加者の問題意識等を共有 物流効率化参考情報提供

42



荷主の事務所、物流拠点に対する「荷主等パトロール」の実施

（実施例）
●荷主事業者の事務所・物流拠点等を訪問し、以下を実施

・違反原因行為の防止を呼びかけ
・荷待ち状況の実態確認
・運賃交渉への誠意を持った対応を要請
・要請を受けた荷主等の改善状況を確認
・オンライン説明会への参加を呼びかけ

パトロール先拠点数約2,000か所
(R5.7.21～R6.8.22、全国)

各地方運輸局において様々な手法により実施。パトロール動画

43

積極的にパトロールを実施し、労働環境改善と適正運賃収受への理解を呼びかけています。

常態的な長時間の荷待ち 無理な運行依頼
違反原因行為の例

契約にない附帯業務

上記のほか、異常気象時の運行依頼、過積載運行の強要なども違反原因行為として是正指導の対象に。

運賃・料金の不当な据置き

全国各地でパトロールを実施



荷主等パトロールの具体例

荷主等へのアポなし訪問・説明

トラックドライバーへのヒアリング荷主への指摘、要請対象のフォローアップ

荷待ち、附帯作業等の現状確認・指導

違反原因行為の疑いが現認された場合は、認識を確認の上指
摘。また要請を受けた荷主の現場で改善状況の確認も行う。

荷主の拠点等現場に出向き、荷待ち、契約にない附帯業務等
の有無や程度について確認。

荷主等をアポなしで訪問し、オンライン説明会、2024年問題解
決に向けた荷主の協力の必要性などについて説明。

高速道路SA,PA。道の駅、コンビニ、自動車事故対策機構
(NASVA)などで運転者の話を聞き、情報提供を呼びかけ。 44



① 参加者の問題意識等共有
② 2024年問題に係る現況

(我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議資料より) 
③ 物流効率化に向けた事例紹介(経産省作成事例集より)
④ トラックＧメンの活動状況について
⑤ (公社)全日本トラック協会におけるトラック運送事業者の

経営診断・経営改善支援・運賃交渉支援事業について
⑥ 参考資料紹介

⑥-1 事前にいただいた問題意識等（詳細）
⑥-2 最近のトピック（各省報道発表資料等）
⑥-3 原価計算・運賃交渉関係資料



国土交通省 トラック荷主特別対策室主催
『トラック物流2024問題に関するオンライン説明会』

経営診断・経営改善支援・
運賃交渉支援事業について

令和６年８月２３日（金）

公益社団法人全日本トラック協会
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トラック運送事業者の倒産件数

・道路貨物運送業者の倒産は2023年1-9月に220件発生し、9月時点で200件を超えるのは、軽油価
格が大幅に上昇した2014年（212件）以来9年ぶり。

・2023年の年間倒産件数はリーマン・ショック時以来14年ぶりに300件を超え、315件となった。

帝国データバンクのデータより全ト協で作成
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人手不足、物価高による倒産件数

・「人手不足倒産」を業種別に細かくみると、道路貨物運送は全業種で2番目に多い41件だった。新た
なドライバーを獲得できずに経営が悪化したケースのほか、自社ドライバーの離職・退職による倒
産も目立つ。

・「物価高倒産」は、道路貨物運送は109件と業種別で最も多い。燃料費や光熱費など「エネルギーコ
スト」に起因する倒産が多い。

人手不足倒産 物価高倒産

件数業種

41職別工事業

39道路貨物運送業

30総合工事業

20設備工事業

14その他の事業サービス業（人材派遣業など）

件数業種

109道路貨物運送業

88総合工事業

65職別工事業

64卸売業

61食料品・飼料・飲料製造業

帝国データバンクのデータより全ト協で作成
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トラック業界の働き方改革について

〇ドライバーの時間外労働の上限規制年960時間の対応（令和6年4月から）
※違反すると・・・ ６ヶ月以下の懲役または３０万円以下の罰金

〇改善基準告示の見直し（拘束時間、運転時間等の見直し）

（令和6年4月から）
※違反すると・・・ 労基署の是正指導、運輸支局の行政処分（車両停止）

（参考）時間外労働時間（労働基準法）

要件時間外労働上限時間

・月100時間未満（休日労働含む）
・複数月平均80時間以内（休日労働含む）
・月45時間超は年6回まで

年 720 時間一般労働者

・月の制限なし年 960 時間ドライバー

将来的には一般労働者と同じ 720 時間に
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いない
59.6%

いる いない わからない

時間外労働の状況について

○2023年度（令和5年）の時間外労働の上限を超える従業員の有無について、アンケート調査を行った
結果は以下のとおりであった。（n=636）

時間外労働年９６０時間超となるドライバーの有無

いない
72.6%

いる いない わからない 無回答

960時間超
ドライバー
がいる

25.9％

960時間超
ドライバー
がいる

38.3％

事業者全体 長距離輸送事業者

※全日本トラック協会「第６回働き方改革モニタリング調査結果」（令和６年1～2月調査） 51



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

48.8%

74.5%

38.0%

20.1%

5.7%

5.9%

2.9%

1.4%

2.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

1年、1か月の拘束時間

1日の拘束時間、休息期間

運転時間

連続運転時間

分割休息特例

2人乗務特例

隔日勤務特例

フェリー特例

その他

ｎ＝1,456

〇令和５年度に実施した「改善基準告示解説セミナー」に参加した事業者に対するアンケートでは、「概
ね遵守できそう」50.6％、「遵守が難しい項目がある」49.4％と、約半数の事業者が「遵守が難しい項目
がある」と回答している。

改善基準告示の遵守について

・食品
・雑貨
・青果物
・建設資材
・飲料
・自動車部品
・鋼材

遵守が難しい

項目がある, 
49.4%

概ね遵守でき

そう, 
50.6%

ｎ＝3,285

遵守が難しい主な輸送品目

運行形態別

遵守が難しい項目
遵守が難しい主な理由

✓ドライバー不足
✓荷主の理解不足
✓駐車スペース不足

71.1%

28.9%

泊付き運行中心

28.9%

71.1%

日帰り運行中心

改正改善基準告示の遵守について

遵守が難しい
項目がある

概ね遵守できそう
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希望額ではないが、
引上げできた荷主が

ある
36.0%

希望額どお
り引上げで
きた荷主が
ある
12.2%

無回答
2.6%

「標準的な運賃」の活用状況

荷主に話しを聞いてもらえない。

標準的な運賃と現状の運賃と差があり、言いづらい。

どのように交渉するか検討中。

仕事をとられてしまう

今の運賃で何とかなっている。

標準的な運賃により交渉がしやすくなった。
荷主に対して標準的な運賃はトラック事業者に必要な
水準であることをアピールしてほしい。
これからも市場感を反映した告示を継続してほしい。
強制力を伴うものにしてもらいたい。

交渉
していない

18.8％

交渉はしているが、
引上げに至っていない

30.4％

交渉していない主な理由

自 由 意 見

○令和５年度に実施した「標準的な運賃活用セミナー」に参加した事業者に対するアン
ケートでは、「交渉していない」が１９％、「交渉しているが、引上げに至っていない」
が３０％と、運賃引上げに至っていない事業者の割合が減少傾向にある。
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（１）標準的な運賃活用セミナー

新たな標準的な運賃等を踏まえた原価計算と運賃・料金（有料道路利用料、下請け手数

料、燃料サーチャージ等）の考え方、荷主や元請との交渉方法等を習得するための「標

準的な運賃活用セミナー」を各都道府県トラック協会において開催し、標準的な運賃の

理解を深める。

（２）価格転嫁に向けた運賃交渉相談支援事業

運賃交渉ができない（引き上げできない）事業者を対象に、各都道府県トラック協会に

おいて「価格転嫁に向けた運賃交渉相談会」を開催し、個別の事業者が抱える運賃交渉

に関する課題の解消を図る。

（３）経営診断・経営改善支援・運賃交渉支援事業

会員事業者が自社の経営状況を把握し、改善に取り組むための支援に加え、今年度より

コンサルタントによる個別の原価計算作成支援や荷主との交渉支援等を行う。

運賃交渉に対するトラック協会の支援

〇物流の２０２４年問題の解消に向けて、運賃交渉については、これまで「交渉していない事業者」が
交渉に臨むことができるようよう支援を強化していく。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

・全日本トラック協会では平成18年度から、「ステップ１（経営診断）」および
「ステップ２（経営改善支援）」からなる「経営診断事業」を実施してきたところ。

・２０２４年４月からドライバーの時間外労働の新しい上限規制が適用されること、
また昨今、人件費や燃料費等の運送コストが高騰していることから、
持続可能な経営のためには、原価計算の実施、原価計算の結果を踏まえた
運賃の設定・見直し、および取引先との運賃交渉が不可欠な状況。

・しかしながら、原価計算を実施できていない事業者や、運賃交渉が難しいと
感じる事業者が少なくない状況。

・令和６年度から「経営診断事業」に、「ステップ３（運賃交渉支援）」を新設し、
原価計算の支援、運賃設定の支援、交渉資料作成支援、運賃交渉への同席・
資料説明等を行うこととした。

経営診断・経営改善支援・運賃交渉支援事業の概要

これまで「経営課題の発見」・「改善策の実行」を支援してきたが
２０２４年問題を踏まえ、支援内容を「運賃交渉」まで拡充

55



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

・次の３つの段階（ステップ）にサービスをパッケージ化。
「ステップ１（経営診断）」：詳細な分析・診断による経営状況・課題の「見える化」
「ステップ２（経営改善支援）」：経営改善策の提案・全社体制での実行支援
「ステップ３（運賃交渉支援）」：原価計算や運賃交渉の支援

・各ステップの支援は、中小トラック運送事業者のコンサルティング経験豊富な
中小企業診断士（指定診断士）が実施することにより、サービス品質を確保。

・本事業を利用した事業者が指定診断士に支払う費用の一部を手厚く助成。
また、全国どのエリアの事業者でも利用しやすいよう、
診断士の交通費についても一部を助成。

経営診断・経営改善支援・運賃交渉支援事業の概要

・３つの段階（ステップ）ごとに、経験豊富な診断士が支援を実施
・費用については手厚い助成制度を用意
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

・指定診断士が財務診断、自己診断、現地調査を実施し、
経営状況を安全性、収益性、健全性、成長性および
生産性等の様々な観点から分析。
・分析結果を「経営診断報告書」にまとめて提出。

（費用）
・費用１６万円（消費税抜き）
・診断士の交通費

（助成額）
・費用のうち８万円（Gマーク事業者は１０万円）
・診断士の交通費のうち５万円までの部分

→実質負担額：６～８万円＋診断士の交通費のうち５万円を超える部分

ステップ１（経営診断）の内容

事業者の経営状況を多角的に分析し、見える化する

経営診断報告書
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

・ステップ１の結果を踏まえ、質疑応答をしながら
経営改善策を検討し、助言を実施。
・また、経営幹部や従業員の方への説明を行い
全社体制での取組実施を支援。

（費用）
・費用１５万円（消費税抜き）
・診断士の交通費

（助成額）
・費用のうち１２万円（Gマーク事業者は１３万円）
・診断士の交通費のうち５万円までの部分

→実質負担額：２～３万円＋診断士の交通費のうち５万円を超える部分

ステップ２（経営改善支援）の内容

経営状況に応じた改善策を検討し、取組実施を支援する
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

・ステップ１・２の結果を踏まえ、希望に応じて
原価計算の実施・運賃設定の支援、
取引先との交渉のための資料作成の補助、
交渉への同席・資料説明等を実施。

※最大４日間稼働。実施期間・内容は協議の上決定します。
※運賃の決定、交渉時の意思決定・意思表示は事業者の判断で実施。
※交渉の成功等、成果を保証するものではありません。

（費用）
・費用１日あたり１２万円、最大４８万円（消費税抜き）
・診断士の交通費

（助成額）
・費用のうち１日あたり８万円、最大３２万円（Gマーク事業者は１日あたり９万円、最大３６万円）
・診断士の交通費のうち５万円までの部分

→実質負担額：１日あたり３～４万円、最大１２～１６万円＋診断士の交通費のうち５万円を超える部分

ステップ３（運賃交渉支援）の内容

経営状況に応じた適正運賃の設定と、荷主への交渉を支援する
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① 参加者の問題意識等共有
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事前にいただいた問題意識等①

64

Q.トラック物流の2024年問題に対する問題意
識、解決に必要な対策として思われるものは。

トラック運送事業者の皆さんから
●商慣行の見直しについて
・問題意識の相互共有、納品先の協力
・国の強制力、荷主の遵法意識。
・まだ、この業界は商慣習が根付いている。中小企業であっても規制による労務管理の重要性を根付かせて

●運賃、料金、賃金関係
・適正な運賃で営業活動をし、従業員へ適切な賃金を支払う。
・標準運賃に対する荷主の理解
・同業者で運賃値上げどころか規制を無視している運送業者が多いので荷主だけじゃなく経営者の意識改革が必要と思う。
・国で車種ごとに運賃を決めてもらい、それを下回ったら罰則を設ける。
・ドライバーの維持可能な運賃(労働の対価)を荷主もしっかり評価して適正な運賃に繋げていくような講習してほしい。
・運賃対策が解決しなければ、小企業は厳しい
・運賃交渉しても他に出来るところがありなかなか進まない。

●物流効率化（ＤＸ）
・物流データのデジタル化の推進、様々なシステム化へのトレンド情報がほしい。
・費用対効果の高い商品を教えてほしい。



事前にいただいた問題意識等② Q.トラック物流の2024年問題に対する問題意
識、解決に必要な対策として思われるものは。

65

元請トラック運送事業者の皆さんから①
●商慣行の見直し
・荷主、トラック会社の相互理解の向上、荷主の意識・行動変容。
・中小運送事業者の経営陣の意識改革、監督官庁・業界団体の強い意思表示、市民レベルでの問題意識による社会的要請の高まり
等により、商習慣の見直しは至極当然であると広く認識され浸透することが必要

・発荷主側はある程度手荷役であったり、待ち時間の解消には協力的になってきた。運賃についても。ただし、着荷主側の受け入れ態勢
であったり、待ち時間については、あまり変化がないように見受けられる。着荷主側にも協力を促していただきい。

●運賃・料金、賃金関係
・標準的運賃の更なる周知、適正な価格転嫁
・現状、実運送事業者と荷主との標準約款、標準料金の交渉に汗を流しています。行政の積極的な干渉は非常にありがたく感じて背
中を大変強く押して頂けていると感じています。ありがとうございます。

・標準的運賃や約款を改正されたところで、２次、３次の下請事業者までそのメリットが享受できていないのが実態ではないのでしょうか。
・利用運送事業者が積極的に手数料の適正価格（実運送事業者の料金の10％）を守るように法改正を含めて取り組んでいく事が
必要ではないか？

●人材確保
・人材の確保と日本の物流を守る職種である部分の新卒者などへの働き掛けは必要



事前にいただいた問題意識等③ Q.トラック物流の2024年問題に対する問題意
識、解決に必要な対策として思われるものは。

66

元請トラック運送事業者の皆さんから②
●法規制について
・大消費地からの遠隔地（産地）について、少し柔軟な対応を求めたい。物理的に距離が遠く、一律で規制となると、遠隔地かつ代替
手段の無い産地は厳しくなるため。
・法令順守を目的として、改正貨物自動車運送事業法に関して、法第12条、第24条のほかに各条項に記載されている「その他国土
交通省令で定める事項」のほか、法第24条の五の条項にある「国土交通省令で定める重量以上であるもの」について、具体的な内容を
ご教授ください。
・貨物自動車運送事業法改正に伴う、「実運送体制管理簿」の運用について。事前に情報収集はしていますが、管理簿を作成しないと
いけない事業者は誰なのか（どの事業者までが作成範囲なのか）という点についてご意見聞いてみたいと思っております。当社は内航海
運事業者であると同時に利用運送事業者でもあるのですが、その場合、管理簿作成の必要があるのか、など
・当社はほぼ利用運送に依存している物流子会社であるが、利用運送についてすべてが悪いわけではないので、建設業界のような自主
規制でも２次下請けまで等々の理解情勢をお願いしたい。

●物流効率化（物流ＤＸ[デジタル化、機械化・自動化]）
・バース予約システムを導入された顧客は多いが、機能していない。

●物流効率化（物流標準化[パレタイズ]）
・パレタイズの難しい荷物を出荷する荷主の、2024問題対策について、具体的にどの様な方策を実施している（する予定）のか？

●その他
・安定的な物流の構築を図るための施設・機器等への補助制度の拡充（物総法のハードルを下げる）など、中小零細の運送会社も利
用できるようにして頂きたい。
・大手企業への値上げに関する働きかけ問題：運送事業者の廃業増加。



事前にいただいた問題意識等④ Q.トラック物流の2024年問題に対する問題意
識、解決に必要な対策として思われるものは。

67

発荷主事業者の皆さんから

●税理士事務所
・荷主の意識改善・意識向上
・着荷主側が2024年問題に対して他人事のような意識でなかなか変える事に積極的にならない。

●運転者確保
・ホワイトカラー、物流業界の地位向上よりも運転手の方の給与、人数の充実を図ること

着荷主事業者の皆さんから

●商慣行の見直し、荷主・消費者の行動変容
・発荷事業者と着荷主事業者の基準を明確化して責任配分も適切化する。
・当社では着荷主事業者という立場において、運送業者との契約等が一切無く（発荷業者が委託している）、到着時間等の指定も
できないことより荷降ろし順番のコントロールができませんが（結果待って頂くしかない）、この場合においても着荷主としての責任を受け
るのでしょうか？また、発荷事業者への責任転嫁できますでしょうか？

その他の皆さんから

●税理士事務所
・税理士と社長の制度理解。今回の個別解決策が次回法改正の足枷とならないよう、当局による規制の方向性を明示すること。
・零細企業に対する配慮。零細企業への訪問は指導からお願いします。
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参考ＵＲＬサービスポイント提供会社名サービス名サービス小分類ガイドライン取組事
項効果対象No

下記フォームより問い
合わせ（その他ソ
リューション）
https://sol.logis
teed.com/conta
ct/

タイムスタンプ機能による入場、受付、呼び出し、
接車等の状態管理が可能。詳細な荷待ち・荷役
時間の分析をもとに、荷待ち・荷役時間削減に向
けた改善を実現。

ロジスティード ソ
リューションズ ㈱バース管理システム

バース予約システム

荷待ち・荷役時間
の削減

1

https://hacobu.
jp/movo-berth/

トラックの受付・事前予約をシステム上で行い、荷
待ち時間、バースの混雑を解消可能。他の物流
DXアプリケーション「MOVO」シリーズとの連携で更
なる効率化が可能。

㈱HacobuMOVO Berth 2

https://monoful
.co.jp/truckboo
k/

利用しやすいUX機能のあるバース予約システム。
得られたデータをもとにトラック拠点内滞留時間の
分析を行い、荷待ち・荷役時間の削減や、庫内作
業の効率化を実現。

㈱モノフルトラック簿3

https://www.si
scloud.jp/brais/
ai/case/

タブレットやスマホのカメラとAIを活用して製品ラベ
ル・付属品・部品有無等様々なものを認識。製品
検査・検品を支援し、検品作業の効率化・精度を
向上。

㈱ セイノー情報
サービス

BRAIS
（iSCAN）画像検品システム4

https://www.fr
ame-
wx.com/wcs-
wes/

倉庫管理システム（WMS）や倉庫制御システム
（WCS）との連携を通じて、倉庫内における人・
ロボット・マテハン機器等を統合管理・作業指示が
可能。

㈱ フレームワークスWES倉庫運輸用管理
システム(WES)5

https://jkpi.jvc
kenwood.com/s
olution/car-
number/

車両が施設内に入退場する際にカメラを通して車
両ナンバーを検知し、受付業務を自動化。バース
予約システムとの相性が良く、荷待ち時間削減に
寄与。

㈱ JVCケンウッド・
公共産業システム

車両ナンバー認証
システム

車両ナンバー認証
システム6

紹介サービス一覧①最近のトピック（関係省庁報道発表より）令和6年7月15日～8月16日
関係省庁公表日トピック(報道発表)

経産省、国交省R6.7.19「航空燃料供給不足に対する行動計画」を公表します
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/aviation_fuel_tf/20240719_report.html

経産省、国交省
文科省、厚労省
総務省、農水省

R6.7.22「日本スタートアップ大賞2024」の表彰式を行いました！
https://www.meti.go.jp/press/2024/07/20240722003/20240722003.html

厚労省R6.7.25長時間労働が疑われる事業場に対する令和５年度の監督指導結果を公表します
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41656.html

厚労省R6.7.25令和６年度地域別最低賃金額改定の目安について
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41785.html

国交省R6.7.25「自動物流道路のあり方 中間とりまとめ」の公表について
https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001829.html

国交省R6.7.25「ダブル連結トラック」の対象路線拡充に関して、 パブリックコメントを実施します
https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001828.html

国交省R6.7.25主要建設資材需給・価格動向調査（令和6 年7 月1～5 日現在）の結果
https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo14_hh_000001_00227.html

国交省R6.7.25建設労働需給調査結果（令和６年６月分調査）について
https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo14_hh_000001_00228.html

国交省R6.7.26第３回「物流革新に向けたデジタル式運行記録計の普及促進に関する検討会」
https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha02_hh_000654.html

国交省R6.7.26建設業の担い手確保を推進するため、改正建設業法の一部を施行します
https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo13_hh_000001_00250.html



参考ＵＲＬサービスポイント提供会社名サービス名サービス小分類ガイドライン取組事
項効果対象No

下記フォームより問い
合わせ（その他ソ
リューション）
https://sol.logis
teed.com/conta
ct/

タイムスタンプ機能による入場、受付、呼び出し、
接車等の状態管理が可能。詳細な荷待ち・荷役
時間の分析をもとに、荷待ち・荷役時間削減に向
けた改善を実現。

ロジスティード ソ
リューションズ ㈱バース管理システム

バース予約システム

荷待ち・荷役時間
の削減

1

https://hacobu.
jp/movo-berth/

トラックの受付・事前予約をシステム上で行い、荷
待ち時間、バースの混雑を解消可能。他の物流
DXアプリケーション「MOVO」シリーズとの連携で更
なる効率化が可能。

㈱HacobuMOVO Berth 2

https://monoful
.co.jp/truckboo
k/

利用しやすいUX機能のあるバース予約システム。
得られたデータをもとにトラック拠点内滞留時間の
分析を行い、荷待ち・荷役時間の削減や、庫内作
業の効率化を実現。

㈱モノフルトラック簿3

https://www.si
scloud.jp/brais/
ai/case/

タブレットやスマホのカメラとAIを活用して製品ラベ
ル・付属品・部品有無等様々なものを認識。製品
検査・検品を支援し、検品作業の効率化・精度を
向上。

㈱ セイノー情報
サービス

BRAIS
（iSCAN）画像検品システム4

https://www.fr
ame-
wx.com/wcs-
wes/

倉庫管理システム（WMS）や倉庫制御システム
（WCS）との連携を通じて、倉庫内における人・
ロボット・マテハン機器等を統合管理・作業指示が
可能。

㈱ フレームワークスWES倉庫運輸用管理
システム(WES)5

https://jkpi.jvc
kenwood.com/s
olution/car-
number/

車両が施設内に入退場する際にカメラを通して車
両ナンバーを検知し、受付業務を自動化。バース
予約システムとの相性が良く、荷待ち時間削減に
寄与。

㈱ JVCケンウッド・
公共産業システム

車両ナンバー認証
システム

車両ナンバー認証
システム6

紹介サービス一覧①最近のトピック（関係省庁報道発表より）令和6年7月15日～8月16日
関係省庁公表日トピック(報道発表)

国交省R6.7.29第４回「貨物軽自動車運送事業適正化協議会」を開催します
https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha02_hh_000655.html

厚労省R6.7.30令和６年度「全国労働衛生週間」を10月に実施
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41775.html

厚労省R6.7.30労働基準監督署等が自動車運転者を使用する事業場に対して行った令和５年の監督指導、送検等の状況を公表します
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41824.html

国交省R6.7.30第13 回 交通政策審議会陸上交通分科会鉄道部会の開催について
https://www.mlit.go.jp/report/press/tetsudo01_hh_000201.html

厚労省R6.7.31労働基準監督署等が外国人技能実習生の実習実施者に対して行った令和５年の監督指導、送検等の状況を公表します
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41831.html

経産省R6.8.2アマゾンジャパン合同会社、Apple Inc.及びiTunes株式会社に対する勧告を行いました
https://www.meti.go.jp/press/2024/08/20240802001/20240802001.html

厚労省R6.8.2令和６年 民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況を公表します
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41871.html

厚労省R6.8.2賃金不払が疑われる事業場に対する監督指導結果(令和5年)を公表します
労働基準局 監督課｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)

厚労省R6.8.2「過労死等の防止のための対策に関する大綱」の変更が本日、閣議決定
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_41932.html

国交省R6.8.6社会資本整備審議会 道路分科会 第83回基本政策部会の開催
https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001831.html



第４回「貨物軽自動車運送事業適正化協議会」資料

貨物軽自動車運送事業に対する今後の安全対策



主な違反事項労働基準関係
法令違反事業場数

監督実施
事業場数 労働時間の状況の把握割増賃金の支払労働時間

191 (6.5%) 569 (19.4%) 1,405 (48.0%) 2,389 (81.6%)2,928

主な違反事項改善基準告示違反
事業場数

監督実施
事業場数 連続運転時間最大運転時間休息期間最大拘束時間総拘束時間

871
(29.7%)

628 
(21.4%) 

952
(32.5%)

1,269 
(43.3%)

979 
(33.4%) 

1,706
(58.3%)2,928

労働基準監督署等が自動車運転者を使用する事業場に対して行った監督指導、送検等の状況
(令和５年)

（送検事例）

①違法な時間外・休日労働を行わせた疑いで、トラック事業者を送検

・トラック事業者の営業所に監督指導（立入調査）を実施したところ、長距離輸送を行っているトラック運転者（１
名）に対し、時間外・休日労働に関する協定（36協定）で定める延長時間（１か月当たり127時間）を超えて違
法な時間外労働（１か月当たり最大185時間30分）を行わせていたことが発覚した。
・当該営業所に対しては、過去に複数回違法な時間外労働について労働基準法第32条違反を是正勧告していたが、
直近においても同様の実態が認められたため、捜査に着手した。

捜査経過

事業場（法人）及び運行管理者について36協定で定める延長時間を超えて、労働者に時間外労働を行わせたこと。
労働基準法第32条（労働時間）違反

被疑事実
違反条文

（監査指導の状況）

（送検状況）

令和５年令和４年令和３年

454432



「貨物自動車運送事業法第８条２項に基づく命令の発動基準について」の制定について



① 参加者の問題意識等共有
② 2024年問題に係る現況

(我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議資料より) 
③ 物流効率化に向けた事例紹介(経産省作成事例集より)
④ トラックＧメンの活動状況について
⑤ (公社)全日本トラック協会におけるトラック運送事業者の

経営基盤強化支援について
⑥ 参考資料紹介

⑥-1 事前にいただいた問題意識等（詳細）
⑥-2 最近のトピック（各省報道発表資料等）
⑥-3 原価計算・運賃交渉関係資料



EC市場の推移・規模、宅配便取扱個数

75



宅配便再配達実態調査結果の推移
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事業用貨物自動車の死亡・重傷事故件数の推移

77



Ｃ社 (スポット)Ｂ社 (スポット)

車輛購入・更新

Ａ社 （定期）

給与 給与 給与 給与・ボーナス

1月 ４月 ７月 1０月 1２月

税金支払軽油購入 タイヤ購入

＜

運送依頼と売り上げ
健全な事業継続の為には

（物流原価＋利潤） ＝ ＜ 売上げ が望ましい。

日々発生する物流コスト（原価）

コスト(原価)の発生と契約・売り上げの収受のタイミングが違うので、契約・運賃交渉の際に走行キロ・時間見合いの単価設定がしづらい。
「一運行あたり〇〇万」などの相場観が損益分岐の判断に用いられるか、荷主の言い値を飲まざるを得ない。
また、逆に支払いの際に売り上げの実態に見合ったコスト負担なのか判断がつきずらく、設備投資に消極的になるか無計画な設備投資になる。

保険料支払

物流原価

物流コスト（原価）と売り上げ

事業運営上日々発生するコスト

儲け ［生活・事業拡大の原資］ 利潤

Ｄ社
(スポット)

＜

＝

？
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概要
固定
/変動

費用直接割付の可否

○燃料(軽油)・油脂(エンジンオイル費)費用
○修理費用(一般修理、車検整備、定期点検費用、ミッションオイ

ル費等)
○尿素水費用(ディーゼルエンジン車)
○タイヤチューブ、交換費用

変動運行費

車両に直接割付け
できる費用
(基本実費)

車両購入費、リース費用(メンテナンスリース等修理費などを含む場
合は除く)固定車両費

自動車取得税、自動車重量税、自動車税固定車両の税金

自賠責保険料等車両毎に費用が発生するもの。固定車両の保険費
運転者の給与、法定福利、福利厚生費（健康診断代、昼食代
等）、退職金（退職給与引当金）、通勤手当固定運転者の

人件費※
任意保険、運送保険、運送業者賠償責任保険等、会社単位で契
約する為車両毎に割り当てられない保険料。固定車両の保険費車両に直接割付け

できない費用
(車輛別売り上げ又は稼
働時間の割合で按分) 一般管理費(役員・運行管理者・整備管理者の人件費、

事務所維持費用、各種消耗品費、事務用品費、通信費など) 、
備品運搬費、車庫等の施設費

固定間接費

車両別費用の整理

※１者1台で車両を割り当てられている例。1台を複数人で共有している場合は、車両毎の乗務時間で按分のうえ１台
あたりを積み上げ。 79



１時間あたり、１kmあたり費用の算出
１時間あたり固定費の計算

車両別費用で「固定」に
整理された費用の合計 稼働時間 １時間あたり固定費÷ ＝

１kmあたり変動費の計算

0ℓ→満タン燃料費用 実燃費(km/ℓ) １kmあたり燃料費÷ ＝

オイル交換1回あたり
の油脂費用

1交換あたり
走行距離 １kmあたり油脂費÷ ＝

タイヤチューブ交換1回
あたりのタイヤチューブ費用

1交換あたり
走行距離

１kmあたり
タイヤチューブ費÷ ＝

一般修理費用、
車検整備費用

修理、整備の間
の走行距離 １kmあたり修理費÷ ＝

0ℓ→満タン尿素費用 0ℓ→満タンの
走行可能距離 １kmあたり尿素水費÷ ＝

80



実践的な原価計算
運行ルート別の原価計算 発着地点間の距離と稼動時間を基本に算出

取引先別の原価計算 車両ごとの原価を荷主毎の輸送の稼動時間で按分

※１台1荷主等に割り当てられる場合は、按分は不要。

固定費 平均稼働時間(時間)１時間あたり固定費＝ ×

変動費 平均走行距離(km)１kmあたり変動費＝ ×

料金・実費等
1運行あたりの実費
・高速道路利用料 ・燃料サーチャージ・フェリー利用料・附帯作業費
・駐車場利用料 ・車両留置料・宿泊費用 ・その他諸費用

＝

＋

＋
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燃料サーチャージとは、燃料等の価格の上昇・下落によるコストの増減分を別建ての
運賃として設定する制度

110

115

120

125

130

135

燃料サーチャージが
適用される価格帯

燃料サーチャージが
適用されない価格帯

新標準的な
運賃による軽
油基準額
120円/ℓ
それを上回る
場合燃料
サーチャージ
必要

・距離別運賃（大型車、中国運輸局管内）
・走行距離：840km(東京～広島間)
＜標準的な運賃：248,920円＞
・燃費：3.3km/ℓ
・燃料上昇額20円上昇→算出上の燃料価格上限額17.5円

走行距離(km) 燃費(km/ℓ)÷ × 算出上の燃料価格上昇額(円/ℓ)

＝ 840(km) 3.3(km) 17.5(円/km)

＝ 4,455円 83

その他運賃・料金・割増等について
燃料サーチャージ



関係指標（月あたり賃金の推移）

厚生労働省 令和５年賃金構造基本統計調査より

一般労働者の月あたり賃金は、過去10年で月あたり約２万円増。

295.7

318.3

326

350.9

232.6

262.6

200

220

240

260

280

300

320

340

360

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

一般労働者の賃金推移

男女合計 男 女

(千円)
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関係指標（学歴別初任給推移）

厚生労働省 令和5年3月 新規学校卒業者の求人初任給調査結果より

学卒求人の初任給は、過去10年で大卒が約1万、高卒では月あたり約1.8万円増。

202.4

212.5

185.0

200.0

185.0

200.0

165.5

183.3

160.0

170.0

180.0

190.0

200.0

210.0

220.0

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

学歴別求人初任給

大学 短大 専修 高校

(千円)
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関係指標（トラック車両台数推移）

86

R4R3R2R1H30
13,21113,46013,65713,83014,015平ﾎﾞﾃﾞｨﾄﾗｯｸ（中国）

71,79571,93771,78771,62670,471営業ﾄﾗｯｸ中国計

195,581198,957202,484205,244207,566平ﾎﾞﾃﾞｨﾄﾗｯｸ（全国）

1,173,3991,175,1641,172,2991,165,6531,147,591営業ﾄﾗｯｸ全国計

193,000

195,000

197,000

199,000

201,000

203,000

205,000

207,000

209,000

1,140,000

1,145,000

1,150,000

1,155,000

1,160,000

1,165,000

1,170,000

1,175,000

1,180,000

H30 R1 R2 R3 R4

トラック台数推移（全国）

営業ﾄﾗｯｸ全国計 平ﾎﾞﾃﾞｨﾄﾗｯｸ（全国）

13,000

13,200

13,400

13,600

13,800

14,000

14,200

70,000

70,500

71,000

71,500

72,000

72,500

H30 R1 R2 R3 R4

トラック台数推移（中国）

営業ﾄﾗｯｸ中国計 平ﾎﾞﾃﾞｨﾄﾗｯｸ（中国）

国土交通省中国運輸局自動車交通部貨物課作成

トラック台数は増加傾向から前年比減の変化、平ボディトラック台数は継続して減少しています。



関係指標（燃料費[軽油価格推移]）

124.5 

134.9 

123.7 
128.1 

153.9

163.0

153.3

154.5

118.0

128.0

138.0

148.0

158.0

168.0

軽油価格推移 (202306～202405)

大口 店頭小売

（円）

経済産業省資源エネルギー庁 石油製品価格調査より
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道路貨物運送業 年齢階級別就業者数の推移（一部予測値）

資料：総務省「労働力調査」より中国運輸局自動車交通部貨物課が作成。
※道路貨物運送業従業者数（総数）に年齢階級別構成比を乗じて計算。2023以降については過去の数字を元に回帰直線により推計。

端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。

8381 81 78 81 81 84 84 82 8382 83 83 84 84 84 84 84 85

0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.9 1.0 1.1 1.1 1.2 1.2 1.3 1.3 
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19.1 19.1 17.5 
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11.8 13.0 13.1 
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道路貨物運送業 年齢階級別就業者数推移

60代以上
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40代

30代

20代

10代

(万人)

(年)

総数

トラックドライバーは労働時間が長く、賃金が安く、人手不足で高年齢化が進行しています。



割合法人数決算月

3.6％100,1721月

6.6％180,6312月

18.3％502,0603月

7.1％195,0044月

8.3％227,5925月

9.8%268,1926月

7.7%210,1097月

8.8%240,7608月

10.9%299,2919月

4.9%134,26210月

3.7%102,30411月

10.4%285,43612月

100%2,745,813合計

（参考情報）交渉の開始時期(相手方の予算策定時期を見極めて実施)

（仮定）大企業：決算月の約５～６か月前から予算策定開始、決算月の前月中に予算決定。
中堅・中小企業：決算月の３か月前後から、来期予算準備開始。

国税庁の令和元年度のデータより集計

321121110987654月
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各
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算
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定

３月
決算
企業

決
算

役
員
会
議

来
期
予
算
確
定

9月
決算
企業

決
算

役
員
会
議

来
期
予
算
確
定

12月
決算
企業

国会審議

来期予算策定
（大企業）

素案検討

財務省折衝
省内検討

素案検討・官房折衝

素案検討

来期予算策定
（中堅・中小）

素案検討

来期予算策定
（中堅・中小）

素案検討

来期予算策定
（大企業）

来期予算策定
（中堅・中小）

素案検討

来期予算策定
（大企業）

素案検討

中国運輸局自動車交部貨物課調べ及び推測。 89



健康起因事故件数は高止まり、でも検査を受けさせられない事業者も

体調不良よる大型トラックの事故事例（H30.2.15）
(事故概要)愛知県の国道で、大型トラックが信号待ちの車列の最後尾
に追突し、６台の車両が関係する多重衝突事故が発生。軽乗用車の
運転者が死亡、普通トラックの運転者が重傷、その他３名が軽傷。
(事故原因)
大型トラックの運転者は事故前日から体調不良があり、運行途中でさらに体調の悪化を感じたが、運転を継続していた。
そのため、信号待ちの車列に気が付くのが遅れ衝突したと考えられる。また、運転者の出庫が３時頃と早いことを理由に、
事業者は２ヵ月前から始業点呼をしておらず、運行管理者は体調不良に気づくことがなかった。

運転者が疾病により事業用自動車の運転を継続でき
なくなった事案(自動車事故報告規則に基づき報告の
あった件数)は、高止まりの状況で、令和４年はそのうち
３割が交通事故に至っている。
疾病としては「心臓疾患」「脳疾患」「大動脈瘤及び解
離」が多く、合計割合が死亡した運転者の約８割を占
める。
トラックについては必要な各種スクリーニング検査を受信
させていない理由として、「人員配置上、受診させる余
裕がない」、「検査費用が高額」などが挙げられている。

90

トラックドライバーの体調不良が引き起こす重大な交通事故

運転者の健康起因事故の疾病別内訳運転者の健康起因事故の状況



トラックドライバーの健康を守るためのルール(2024年4月～)

拘束時間のルール

運転時間のルール

労働基準法

拘束時間…使用者に拘束されている時間（労働時間＋休憩時間）

連続運転時間の上限 ：４時間(毎に30分の休憩を取る必要がある。)
１日あたりの運転時間の上限 ：２日を平均した１日あたり９時間以内
１週間あたりの運転時間の上限：２週間を平均した１週間あたり44時間以内

※休息時間が9時間を下回る場合は、一運行(出庫～帰庫)終了後、継続して12時間の
休息を与えること。

91

自働車運転者の労働時間の改善のための基準（改善基準告示）
時間外労働上限規制：年間960時間以内

１日あたり ：原則13時間以内（最大15時間。但し14時間超は週2回まで。長距離運行の場合も16時間超は週2回まで）
１ヶ月あたり： 284時間以内（労使協定により310時間まで延長可。但し年間上限を超えないこと）
１年あたり ： 3,300時間以内（労使協定によっても3,400時間以内まで）

休息期間のルール 休息期間…使用者の拘束を受けない期間、労働者の自由な時間

１日あたりの運転時間の下限 ：基本11時間(継続9時間を下回らないこと。長距離運行の場合8時間以上は週2回まで)

休日労働のルール
休日労働回数の上限 ：２週について１回が限度

時間外労働上限規制のほかにも、これだけのルールが課せられています。

詳しくはオンライン
説明会アーカイブで



１日あたり運転時間の上限計算方法

２日を平均した１日あたり９時間以内の計算

①、②とも９時間を超えた場合は改善基準告示違反となる。

① ②
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１週間あたり運転時間の上限計算方法

２週間を平均した１週間あたり44時間以内の判断
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連続運転時間上限の判断

いわゆる430休憩の取得イメージ
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働き方改革関連法(2018(平成30)年6月29日成立)で必要性明記（法案提出理由）

時間外労働の上限規制設定の経緯

労働政策審議会にて必要性確認
・人口減少社会において、誰でも働ける環境を整える必要がある。
・しかし日本の現状は長時間労働者が多く、健康の確保や仕事と家庭生活の両立が困難。
・「過労死ゼロ」、女性や高齢者が働きやすい社会の実現のため、長時間労働是正が必要。

労働政策審議会労働条件分科会での議論
・運輸・郵便業は他産業に比べ週労働時間60時間以上の雇用者の割合が特に高い。
・収入を確保しするために長時間労働によって収入を確保しようとする労働者がいるのも現状。
・しかし労働者が入ってきやすい業界の環境を労使双方でつくり上げる必要がある。
・鍵を握るのは商慣行の改善。課題の解決に向けて、業界・企業の枠を超えた協力が不可欠。
・荷主企業の協力といった全体の対策も含めた取組が改善基準告示の遵守につながる。

労働者がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現する働き方改革を推進するため
時間外労働の限度時間の設定（略）等措置を講じる必要がある。 95

長時間労働で稼ぎたいドライバーがいても、「誰でも働ける環境」を作るため上限規制が必要


